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示談締結（賠償金支払い）

保険金支払い

■万一事故が発生したら…　まずはご一報を!!
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通

示談締結（賠償金支払い）

保険金支払い
賠償額につき合意が成立した段階で、相手方へ損害賠償金をお支払いください。なお、示談書の
取り交わしを行った場合には、賠償金の支払いに先立ち保険金請求をいただき、保険金を受領した
後に相手方へ支払うことも可能です。

示談金の支払い

＊実際の取付必要資料についてはSTEP3で事前に三井住友海上事故担当からご案内します。

事故が発生した場合、事故現場保存や取片付けに要する費用、事故の調査
を目的として会員企業様の使用人を事故現場に派遣する交通費、宿泊費また
は通信費等の初期対応に要する費用（1事故につき1,000万円限度）

〈事故対応のポイント〉

身体障害事故により賠償責任が生じるおそれがある場合に被害者に対する見舞
金・見舞品購入費用・弔慰金（被害者1名につき1万円、1事故・期間中50万円限度）

第三者賠償補償制度では初期段階で以下のケースで保険として対応できる可能性があります。
事案ごとにご案内します。

被害者側から受け付けた事故連絡は、相手の主張、事業者側の事実認識・当面の対応等を所定の  
「事故報告書」（最終ページに掲載）に記載し、直ちにジオ・ビジネスサービスまたは三井住
友海上へ連絡願います。三井住友海上で事故受付後ご契約内容の確認等を行い、速やかに
STEP3を実施します。
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■事故が発生した場合の手続

損壊

●示談交渉は必ず引受保険会社とご相談いただきながらおすすめください。
　この保険では、保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求権者との示談交渉を行う「示談交渉のサービス」
を行いませんが、万一、被保険者が損害賠償責任を負う事故が発生した場合には、全地連、ジオ・ビジネス
サービスおよび引受保険会社が連携をとりながら、賠償問題が円満に解決するようご相談に応じさせていた
だきます。
　なお、あらかじめ引受保険会社の同意を得ないで損害賠償責任を認めたり、損害賠償金等を支払われた場合
には、損害賠償責任がないと認められる額等が保険金から差し引かれることがありますのでご注意ください。

事故が発生した場合は、あわてず、落ち着いて、次の処置を行ったうえで、代理店・扱者または引受保険会社にご連絡ください。

被保険者または保険金を受け取るべき方には、下表のうち引受保険会社が求める書類をご提出いただく必要があります。なお、必要に応じて下表以外
の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。

（１）事故にあわれた場合の引受保険会社へのご連絡等

（２）保険金のご請求時にご提出いただく書類

■引受保険会社は、保険金請求に必要な書類（注1）をご提出いただいてからその日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするために必要な事項（注2）の確認を終
えて保険金をお支払いします（注3）。
（注1）保険金請求に必要な書類は、上記の表をご覧ください。
（注2）保険金をお支払いする事由発生の有無、保険金をお支払いしない事由の有無、保険金の算出、保険契約の効力の有無、その他引受保険会社がお支払い

すべき保険金の額の確定のために確認が必要な事項をいいます。
（注3）必要な事項の確認を行うために、警察など公の機関の捜査結果の照会、医療機関・損害保険鑑定人など専門機関の診断・鑑定等の結果の照会、災害救助

法が適用された被災地における調査、日本国外における調査等が不可欠な場合には、普通保険約款、特別約款および特約に定める日数までに保険金を
お支払いします。この場合、引受保険会社は確認が必要な事項およびその確認を終える時期を被保険者に通知します。

■保険金請求権については時効（3年）がありますのでご注意ください。保険金請求権の発生時期等の詳細は、普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。
■損害賠償請求権者は、損害賠償金にかかわる被保険者の保険金請求権について保険法に基づく先取特権（他の債権者よりも優先して弁済を受ける権利）を有
します。また、原則としてこれらの保険金請求権の譲渡・質権設定・差押えはできません。

●この保険（第三者賠償補償制度および汚染地盤修復工事賠償補償制度をさします。以下同様です。）は一般
社団法人全国地質調査業協会連合会が保険契約者となる団体契約です。

●この保険にご加入いただけるのは、お申込人・記名被保険者が一般社団法人全国地質調査業協会連合会傘下
の各協会の会員企業である場合に限ります。

●申込人と被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が異なる場合は、この書面に記載の事項につき被
保険者の方にも必ずご説明ください。

●ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款、特別約款および特約によって定まります。詳細は普通
保険約款、特別約款および特約をご確認ください。また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受
保険会社までお問合わせください。

●契約取扱者が代理店または引受保険会社の社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契
約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代
理店または引受保険会社の社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社と直接契約
されたものとなります。

●ご加入いただいた後にお届けする加入者証は、内容をご確認のうえ、大切に保管してください。

●この保険契約は「共同保険に関する特約」に基づく共同保険契約です。それぞれの引受保険会社は、引受割
合に応じて、連帯することなく単独別個に保険契約上の責任を負います。また、三井住友海上は、幹事保険
会社として他の引受保険会社の業務および事務の代理・代行を行います。引受会社は次のとおりです。

●保険会社破綻時等の取扱い
○損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、
引受保険会社も加入しています。

○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用する従業員等の数が２０人以下の法人を
いいます。）またはマンション管理組合（以下、「個人等」といいます。）である場合に限り「損害保険
契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場合でも、保険金、解約返れい金等は８０
％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事故による
保険金は１００％補償されます。

○また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料を負担して
いる場合は、その被保険者に係る部分については、上記補償の対象となります。

●この保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申し込みください。

・三井住友海上（幹事会社）　・損害保険ジャパン株式会社　　・あいおいニッセイ同和損害保険
（なお、それぞれの会社の引受割合は決定次第ご案内します。）

この保険契約に関する個人情報は、引受保険会社がこの保険引受の審査および履行のために利用するほか、
引受保険会社および引受保険会社のグループのそれぞれの会社（海外にあるものを含む）が、この保険契約
以外の商品・サービスのご案内・ご提供や保険引受の審査および保険契約の履行のために利用したり、提携
先・委託先等の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。
ただし、保健医療等のセンシティブ情報（要配慮個人情報を含む）の利用目的は、法令等に従い、業務の適
切な運営の確保その他必要と認められる範囲に限定します。
また、この保険契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含
む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先等（いずれも海外にあるものを含む）
に提供することがあります。
引受保険会社の個人情報の取扱いに関する詳細、商品・サービス内容、引受保険会社のグループ会社の名
称、契約等情報交換制度等については、三井住友海上ホームページ（https://www.ms-ins.com）または引受
保険会社のホームページをご覧ください。

【個人情報の取扱いについて】




